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第１章 教育行政の概観 
 

１ 令和５年度の本県教育の概要 
 県教育委員会においては、令和４年度から「学びの変革」を柱に掲げた第７次福島県総合教育計画（令和３年 12 月策定）が

スタートした。本計画では、福島の良さを大切にした「福島ならでは」の教育を進めるとともに、それを実現するため、一方通

行の画一的な授業から個別最適化された学び、協働的な学び、探究的な学びへと変革していく「学びの変革」とその実現のため

の環境づくりとしての「学校の在り方の変革」を掲げている。その年次計画である「学びの変革推進プラン」により当該年度に

具体的に実施する取組を明らかにした上で主要施策を戦略的に推進し、本県教育の充実を図った。さらに、令和４年７月には、

「学びの変革」を実現するための理念と重視する視点を記した「学びの変革実現ビジョン」を公表するとともに、「教育長から

のメッセージ」を発出するなど、変革を実現するための体制整備に取り組んだ。 

東日本大震災及び原子力発電所事故から 12 年が経過してもなお、多くの子どもたちが県内外への避難生活を続けているなど

厳しい状況が続いているが、富岡支援学校が「ふたば支援学校」と校名を変更し、双葉郡楢葉町への帰還に向けて整備を進める

など、本県教育の復興に向けて着実に取り組んだ。また、「県立高等学校改革前期実施計画」に基づく統合校５校が開校すると

ともに、今後の県立学校の在り方を方向付けるため、令和４年１月に策定した「県立高等学校改革後期実施計画」に基づく改革

懇談会を開催した。さらに、第二次福島県特別支援学校全体整備計画に基づく特別支援学校の整備を進めた。 

 新型コロナウイルス感染症は令和５年５月に５類感染症に移行し、大きな影響を受けてきた各種行事・研修等が徐々に再開さ

れ、各校での教育活動がコロナ禍前の状況に戻りつつある。 

 

２ 「学びの変革推進プラン」に関連する主な事業・取組 
⑴ 「学びの変革推進プラン」 

 ア 性質 

第７次福島県総合教育計画（令和４年度から令和 12年度までの９年間の教育計画）の年次計画として作成するもの。 

イ 「学びの変革」とは 

○ 全ての子どもに必要な資質・能力を育成するため、一方通行の画一的な授業から、個別最適化された学び、協働的な学   

び、探究的な学びへと変革すること。 

○ 「子どもたち一人一人に必要な力を確実に育成していく」という本来の学校の役割を果たすことができるよう、学校の 

在り方の変革も同時に進める。 

⑵ 令和５年度「学びの変革推進プラン」点検・評価結果報告より 

ア 政策を取り巻く現状 

令和４年度から「学びの変革」と「学校の在り方の変革」を柱に掲げ、第７次福島県総合教育計画を展開しているところ

である。その年次計画として「学びの変革推進プラン」を作成するとともに、そのプラン実現のために令和４年７月に「学

びの変革実現ビジョン」、「教育長からのメッセージ」をホームページに掲載し、「福島ならでは」の教育を推進するため

の体制整備に努めている。 

主な事業のアウトプットは概ね達成しているものの、「施策１『学びの変革』によって資質・能力を確実に育成する」や、

「施策２『学校の在り方の変革』によって教員の力、学校の力を最大化する」における基本指標は、未達成のものが多い。

引き続き施策の効果的な改善を通して「学びの変革」を推進していくことが必要である。 

 イ 点検・評価結果報告概要 

施策１ 「学びの変革」によって資質・能力を確実に育成する 

アウトプット指標は概ね目標を達成しているものの、基本指標は未達成が多く、引き続き学力向上に向けた取組が必要で

ある。ＩＣＴの導入は着実に進みつつある一方、教員のＩＣＴ活用指導力は全国でも下位の状況にあり、特定の教員に偏る

ことなくＩＣＴ活用力を向上させていくことが求められる。 

施策２ 「学校の在り方の変革」によって教員の力、学校の力を最大化する 

教職員多忙化解消アクションプランⅡ（令和３年度～５年度）に基づき取組を進めてきたが、「時間外勤務時間月 80 時

間を超える教職員の割合」は改善されているものの下げ止まり感がある。令和６年２月、新たに「教職員働き方改革アクシ

ョンプラン」（令和６年度～10年度）を策定したところであり、改めて学校現場の業務のやり方を見直し、働き方改革を着

実に推進することが必要である。 

施策３ 学びのセーフティネットと個性を伸ばす教育によって多様性を力に変える土壌をつくる 

不登校の児童生徒数は小・中学校で増加傾向、高校でやや増加となっており、全国と同様の動きとなっている。引き続き、

子どもたちの状況に応じた教育機会の提供や支援を行っていくことが求められる。 
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施策４ 福島で学び、福島に誇りを持つことができる「福島を生きる」教育を推進する 

地域における探究学習が進み、震災学習の実施率は令和５年度目標値を達成の見込みとなっている。福島イノベーショ

ン・コースト構想を担う人材の育成においては、福島国際研究教育機構（F-REI）の設立を好機と捉え、初等中等教育段階

からのシームレスな人材育成が求められる。 

施策５ 人生 100年時代を見通した多様な学びの場をつくる 

自分手帳の活用が進み、新体力テストの全国平均との比較値は横ばいとなっているが、令和５年度の目標を達成した。社

会教育施設等の利活用促進においては、資料の充実や注目度の高い企画展等の開催など、利用者のニーズを踏まえた取組が

引き続き必要である。 

施策６ 安心して学べる環境を整備する 

少人数教育の充実においては、必要な加配教員を確保し、きめ細かな指導体制を維持することができた。避難地域 12 市

町村の特色ある教育においては、特色あるカリキュラム編成・実証に関する取組を通じて、地域で活躍する人材育成に寄与

したと考えられる。 

 

ウ 点検・評価結果報告内容 

 

 

 

 

 

 

施策１ 「学びの変革」によって資質・能力を確実に育成する 
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□ 主な取組 複雑な社会の課題を主体的に解決する力の育成  
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《施策評価》 

アウトプット指標は概ね目標を達成しているものの、基本指標は未達成が多く、引き続き学力向上に向けた取組が必要であ

る。特に全国学力・学習状況調査(算数・数学)については、全国平均を下回っていることに加え、記述式の回答や、思考力・判

断力・表現力を中心に、全般的に課題が見られるため、学力調査の結果分析の手法やそれに伴う授業改善の手立てなどにおいて、

助言を必要とする教員、学校への支援が重要である。学力調査の結果を分析した授業改善グランドデザインを作成・配布し、学

力向上支援アドバイザーや研修支援チームによる支援を行うとともに、学力向上対策会議を開催し、授業改善の手立ての共有を

はかるなど、対応策を講じていく。英語力の育成については、目標値を意識したものの、全国平均は下回っており、令和６年度

からの新事業によりさらなる英語力向上に取り組む。「自分にはよいところがあると思う児童生徒の割合」は中学校において増

加の傾向にあり（Ｒ４：72.1％→Ｒ５：73.1％）、自己肯定感・自己表現力を育む取組の成果が見られた。授業環境におけるＩ

ＣＴの導入は着実に進みつつある一方、教員のＩＣＴ活用指導力は全都道府県中 45 位（令和４年度）と低い状況にある。あら

ゆる場面に対応し、対面とオンライン、紙とデジタル等を組み合わせた最適な指導手法を選択できるよう、特定の教員に偏るこ

となくＩＣＴ活用力を向上させることが求められる。 

施策２ 「学校の在り方の変革」によって教員の力、学校の力を最大化する 
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□ 主な取組 

 

《施策評価》 

教職員多忙化解消アクションプランⅡに基づき取組を進めてきたが、本施策の基本指標である「時間外勤務時間月 80 時間を

超える教職員の割合」は 14.5％（令和５年度）となっており、一定の効果が現れたものの目標値には達していない。 

学校現場におけるアクションプランの理解度・実践度の低さに課題があると見られ、ボトムアップ型の業務改善の取組を進め

るなど、現場の声を取り入れたより実効性のあるプランへの見直しや、管理職へのさらなる意識付けを進めていく必要がある。 

質の高い教育活動を展開するためには、教職員の心身の健康保持や児童生徒と向き合う時間の確保等が不可欠であり、教職員

の多忙化は解決すべき喫緊の課題である。教員が主体的に学び、やりがいを持って働くことができる持続可能な教育環境の構築

はもとより、児童生徒の健やかな成長と自己実現を図るため、働き方改革を着実に推進することが求められる。 
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施策３ 学びのセーフティネットと個性を伸ばす教育によって多様性を力に変える土壌をつくる 

□ 主な取組 
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《施策評価》 

不登校の児童生徒数は小・中学校で増加傾向、高校でやや増加となっており、全国と同様の動きとなっている。学校になじめ

ない子どもたちの居場所づくりのため、スペシャルサポートルームの設置を進め、児童生徒の心のケアや教職員・保護者等への

助言・援助、教職員の教育相談の資質向上のため、公立・私立共にスクールカウンセラーの配置や派遣を行った。 

本施策は、誰一人取り残すことなく、全ての子どもたちが可能性や個性を伸ばしていくことが重要であるため、特別支援学校

の地域支援センター機能の強化や家庭教育への支援充実などにより引き続き子どもたちの状況に応じた教育機会の提供や支援

を行い、多様性を力に変える土壌をつくっていく。 

施策４ 福島で学び、福島に誇りを持つことができる「福島を生きる」教育を推進する 

 

□ 主な取組 

 

《施策評価》 

震災学習の実施率は令和４年度実績で 98.4％となり、最終目標をほぼ達成することができた。一方で、地域の課題を解決する

ための提言や、社会に貢献する何らかの活動を行った生徒の割合については令和５年度目標を達成できなかった。地域に対し具

体的なアクションができる生徒がまだ少ないため、地域人材等を巻き込んだ活動をアウトプットする生徒相互の勉強会を設ける

など、地域課題探究活動を支援していく。 

児童生徒が自分の暮らす地域において探究学習を進め、地域の魅力や課題を改めて見つめ直す機会を設けることで、郷土への

理解促進や愛着の醸成に寄与している。福島イノベーション・コースト構想を担う人材の育成においては、福島国際研究教育機

構（F-REI）、福島イノベーション・コースト構想推進機構及び県による包括連携協定をふまえた取組を推進しながら、初等中

等教育段階からシームレスな人材育成を進める。今後も、学校と地域の協働や地域をフィールドとした探究的な学びを推進し、

福島の未来を担う人材の育成に取り組んでいく必要がある。 
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施策５ 人生 100年時代を見通した多様な学びの場をつくる 
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□ 主な取組 

 

《施策評価》 

全国体力・運動能力、運動習慣等調査における新体力テストの全国平均との比較値は横ばいとなっているが、概ね令和５年度

の目標を達成する見込みである。 

児童生徒の健康課題の認識や運動習慣の定着を促す自分手帳は、小中学校で活用が進み、令和５年度の目標を達成することが

できた。一方で、高校での活用率は目標を達成できなかったため、その向上に向けた工夫改善が求められる。被災地での移動図

書館や、社会教育施設等の利活用促進においては、サービス向上に向けた資料の充実や、注目度の高い企画展等の開催により、

利用者の多様なニーズに応え、地域に根ざした学びの場となるための取組が引き続き必要である。 

文化財保存活用地域計画を作成した市町村数も順調に増加しており、事業の成果が現れてきている。 
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施策６ 安心して学べる環境を整備する 

 

□ 主な取組 

 

《施策評価》 

少人数教育の充実においては、必要な加配教員を確保し、きめ細かな指導体制を維持することができた。引き続き、過疎・中

山間地域における「極」少人数での学びの充実支援を含め、必要な取組を継続していく必要がある。 

避難地域 12 市町村の特色ある教育においては、双葉郡教育復興ビジョンの推進に係る事業や、ふたば未来学園中学校・高等

学校における特色あるカリキュラム編成・実証等を通じて、地域の復興を担う人材育成を推進することができた。引き続き、創

造的な教育復興の実現に必要な取り組みを継続していく必要がある。 
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エ 第７次福島県総合教育計画の指標及び最新値一覧 

【児童生徒に関する指標】 

指  標 最 新 値 
（令和 5年度） 

目 標 値 
（令和 12 年度） 

施策との 
主な関連 

地域の課題を解決する
ための提言や、社会に
貢献する何らかの活動
を行った生徒の割合
（高校在学中） 

36.30％ 100％ 施策１ 
施策４ 

自分にはよいところが
あると思う児童生徒の
割合（小・中学校） 

小学校 75.9％ 
中学校 73.1％ 

100％ 施策１ 

ふくしま学力調査の結
果の経年比較により、
学力が伸びた児童生徒
の割合（小・中学校） 

小学校 
国語   81.3％ 
算数  63.9％ 
中学校 
国語  64.9％ 
数学  53.9％ 

100％ 施策１ 

全国学力・学習状況調
査の全国平均正答率と
の比較値（小・中学校） 

小学校６年生 
国語    100 
算数    98 
中 学 校 ３ 年 生 
国語    99 
数学    90 

小 学 校 ６ 年 生 
国語 102 以上 
算数 100 以上 
中学校３年生 
国語 102 以上 
数学 100 以上 

施策１ 
施策４ 

全国学力・学習状況調
査の結果の上位層と下
位層の児童生徒の割合 

小学校国語（全国） 
上位層 25％（27.1％） 
下位層 25％（23.9％） 
小学校算数（全国） 
上位層 27％（30.0％） 
下位層 21％（19.5％） 
中学校国語（全国） 
上位層 31％（33.4％） 
下位層 20％（19.5％） 
中学校数学（全国） 
上位層 28％（35.3％） 
下位層 22％（17.5％） 

上位層の児
童生徒の割
合を全国平
均以上 
 
下位層の児
童生徒の割
合を全国平
均以下 

施策１ 

中学３年生のうち CEFR 
A1 以上(英検 3 級以上
相当）高校３年生のう
ち CEFR A2以上(英検準
2級以上相当)の英語力
を有する生徒の割合 

中学校 35.8％ 
高等学校 40.6％ 

50.0％ 施策１ 
施策４ 
施策５ 

家で自分で計画を立て
て勉強している児童生
徒の割合（小・中学校） 

小学校 80.0％ 
中学校 60.7％ 

100% 施策１ 

全国体力･運動能力、運
動習慣等調査における
新体力テストの全国平
均との比較値（小・中学校） 

小５男子 99.4 
小５女子 101.3 
中２男子 100.1 
中２女子 101.5 

100.0以上 
101.9以上 
100.0以上 
100.2以上 

施策１ 
施策５ 
 

肥満傾向児出現率の全
国平均との比較値（幼・
小・中・高） 

130.9 
（※令和４年度） 

100 
施策５ 

朝食を食べる児童生徒
の割合（小・中・高・特支） 

95.8% 100％ 施策３ 
施策５ 

不登校の児童生徒数
（1,000人当たり） 

小･中学校 27.0人 
高等学校  9.8 人 
（※令和４年度） 

数値は毎年度把握し 
分析する 
（目標値は設定しない） 

施策３ 

【学校に関する指標】 
指  標 最 新 値 

（令和 5年度） 
目 標 値 
（令和 12 年度） 

施策との 
主な関連 

地元自治体や企業等と
共に課題解決に向けた
学習活動を実施した学
校、または探究学習等
を基に地元自治体に政

94.8％ 
 

100％ 施策１ 
施策４ 
 

策の提言等を行った学
校の割合（高等学校） 
地域の人と連携した授 
業等を複数回行った教 
員の割合（小・中・高 
・特別支援学校） 

52.2％ 
（※令和４年度） 

100％ 施策１ 
施策２ 
施策４ 

学校における震災学習
の実施率（小・中学校） 

98.4％ 
（※令和４年度） 

100％ 施策４ 
施策６ 

全国学力・学習状況調
査の結果をふくしま学
力調査等の結果と併せ
て分析し、具体的な教
育指導の改善や指導計
画等への反映を行って
いる学校の割合 

行っている 
小学校 96.8％ 
中学校 93.4％ 
よ く 行 っ て い る 
小学校 26.0％ 
中学校 21.0％ 

行っている 
100％ 
 
よく行っている 
50％ 

施策１ 
施策２ 

英語担当教員のうち、
CEFR B2以上（英検準１
級程度以上）の英語力
を有する教員の割合 

中学校 31.4％ 
高等学校 66.6％ 

50％ 
80％ 

施策１ 
施策２ 

授業に ICT を活用して
指導できる教員の割合
（小・中・高・特別支援学校） 

72.2％ 
（※令和４年度） 

100％ 施策１ 
施策２ 

児童生徒がコンピュー
ター等の ICT を活用す
る学習活動を行う回数
（１クラスあたり） 

ほぼ毎日 
小学校 52.6％ 
中学校 57.9％ 
週１回以上 
小学校 45.3％ 
中学校 40.1％ 

ほ ぼ 毎 日 
100％ 

施策１ 

児童生徒が自身の健康
課題を認識し解決する
力を育成するため、自
分手帳を活用している
学校の割合 

小学校  
中学校  
高等学校 

100％ 
95.6％ 
38.0％ 

100％ 施策１ 
施策５ 

個別の教育支援計画の
引継ぎ率（幼・小・中・高） 

82.9％ 100％ 施策３ 

時間外勤務時間月 80
時間及び 45 時間を超
える教職員の割合 

80時間超 
小学校  7.4％ 
中学校  25.0％ 
高等学校 19.3％ 
特別支援学校3.2％ 
全体  14.5％ 
45時間超 
小学校 40.8％ 
中学校 58.0％ 
高等学校 50.4％ 
特別支援学校23.0％ 

8 0 時 間 超 
全て 0％ 
4 5 時 間 超 
全て令和 2
年度の現況
値 3 分の 1
以下 
(令和 6 年度達
成を目指しそ
の後も 80 時間
超 0％維持及び
45 時間超の減
少を目指す) 

施策２ 

【地域に関する指標】 
指  標 最 新 値 

（令和 5年度） 
目 標 値 
（令和 12 年度） 

施策との 
主な関連 

県立美術館、県立博物
館、県文化財センター
白河館の入館者数 

美術館 86,338人 
博物館 96,274人 
文化財センター
白河館 14,383人 
 

100,000人 
129,000人 
30,000人 

施策５ 

市町村における文化財
保存活用地域計画を作
成した市町村数 

３ 
（※令和５年度
まで） 

10 施策５ 

 

 

３ 新しい県立高校改革計画の概要 
 これまで県教育委員会では、1997年（平成９年）６月に「県

立高等学校改革計画第一次まとめ」（以下、「一次まとめ」と

いう。）、1999年（平成 11年）３月に「県立高等学校改革計

画第二次まとめ」（以下、「二次まとめ」という。）を策定

し、すべての県立高等学校における男女共学化や学校規模の

適正化、学校・学科の適正配置、新しいタイプの定時制単位

制高等学校の配置などの取組を進めてきた。 

「一次まとめ」及び「二次まとめ」が策定された後も、グ

ローバル化や高度情報化が進展し、産業構造や就業構造の変

化等が急速に進む中で、高等学校教育には、多様化する生徒

の進路希望への対応、キャリア教育の充実、地域との連携の

一層の推進などが求められてきた。 

さらに、2011年（平成 23年）３月 11日に発生した東日本
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大震災及び原子力災害などにより、児童生徒数の減少が震災

前の予測を大きく上回り、今後 10年間で中学校卒業見込者は

約 5,300 人減少することが見込まれており、教育を取り巻く

様々な状況は、「二次まとめ」の策定時から大きく、急激に

変化している。そこで、今後の急激な社会情勢の変化も考慮

しながら長期的な改革の方向性を示し、計画的かつ着実に改

革を推進する必要が生じてきた。 

このような中、県教育委員会は、福島県学校教育審議会に

対して、2016年（平成 28年）５月、「社会の変化に対応した

今後の県立高等学校の在り方について」諮問を行い、部会を

含めて 10回にわたる審議の後、2017年（平成 29年）６月に

答申を受けた。この答申を踏まえ、県教育委員会では、県立

高等学校改革を着実に推進するために、「一次まとめ」及び

「二次まとめ」の取組・現状や成果・課題を土台として、今

後 10年間の県立高等学校改革の方向性を示す基本計画（長期

計画）を 2018 年（平成 30 年）５月に策定し、併せて、再編

整備の具体的な対象校名を含む前半５年間の実施計画（短期

計画）を 2019 年（平成 31 年）２月に、後半５年間の実施計

画（短期計画）を 2022年（令和４年）１月に策定した。 

⑴ 県立高等学校改革基本計画（2019年度～2028年度） 

ア 基本理念 

「本県の未来を切り拓くチャレンジ精神を持った人づ

くり」 

イ 計画の概要 

上記の理念をもとに、高等学校における学びを通じて、

地域に軸足を置きながら多様な主体と関わり、自己のア

イデンティティと郷土への誇りを育み、生徒一人一人の

志を実現させることができるよう、教育の質を向上させ

ることとし、そのために、各高等学校の新たな在り方を

検討し、再編整備と特色化を図る中で、より良い教育環

境を提供することによって、生徒一人一人の資質や能力

を向上させることのできる魅力ある高等学校づくりを推

進することを目標に、以下の４つの基本方針と 17の取組

に沿って高等学校教育の充実を図ることとした。 

  基本方針１ 社会の変化に的確に対応できる生き抜く力

を育む高等学校教育の推進 

   (1) 生き抜く力を支える確かな学力の向上に向けた取 

    組の推進 

   (2) 豊かなこころを育成する取組の推進 

   (3) 体力の向上や健康増進に向けた取組の推進 

   (4) 様々な課題に果敢に取り組む主体性・協働性を育 

    成する取組の推進  

   (5) 地域と連携し、地域の特色を生かした学校づくり 

    の推進 

  基本方針２ 多様な学習内容の確保及び教育の質の向上 

   (6) 多様な学習機会の充実 

   (7) 中高一貫教育の推進 

   (8) 学びのセーフティネットの推進 

   (9) 一人一人の夢を実現させる教育力の向上 

   

基本方針３ 学校の再編整備・特色化による教育活動の

魅力化 

  (10) 学ぶ意欲を引き出す望ましい学校規模 

 (11) 望ましい学校規模への再編整備の推進 

 (12) 進路希望に応じた特色ある高等学校の配置 

 (13) 社会の変化に対応した学科の適切な配置 

 (14) きめ細かな指導が可能となる教育環境の整備 

 (15) 学校の特色化と情報発信 

  基本方針４ 過疎・中山間地域の学習機会の確保と教育

環境の向上 

  (16) 過疎・中山間地域の学習機会の確保 

 (17) 過疎・中山間地域における教育環境の向上 

⑵ 県立高等学校改革前期実施計画（2019年度～2023年度） 

 ア 県立高等学校改革前期実施計画策定の趣旨 

   本計画は、県立高等学校改革基本計画を実効的、計画

的に推進し、計画の理念を具現化するために、より具体

的な高等学校改革の方向性と再編整備の具体的な対象校

を含む前期５年間の方向性を示したものである。 

策定に当たっては、第６次福島県総合教育計画の後半

４年間における取組を重点化した「頑張る学校応援プラ

ン」との整合性を図るとともに、基本計画の４つの基本

方針に沿って、本県の高等学校全体の在り方を示した上

で、各地区の中学校卒業見込者数の今後の推移、近年の

各高等学校の志願動向や中学３年生の進路希望等を考慮

した。また、各高等学校が所在する地域の実状や本県で

求められる人材育成の観点等も考慮し、すべての県立高

等学校の今後５年間の方向性を示すこととした。 

 イ 計画の概要 

  ○ 本県の高等学校教育の質的向上に向けた取組の推進 

   (1) 学力の向上を目指した取組の推進 

   (2) 様々な課題に果敢に取り組み、社会に貢献する自 

    立した人材の育成 

   (3) 他者を思いやり、豊かな心を育む取組の推進 

   (4) 生涯にわたる健康の保持増進につながる健康教育 

    の推進 

   (5) 地域とともにある学校づくりの推進 

   (6) 安心して学ぶことのできる環境の支援 

   (7) 教員の資質や学校の教育力の向上を目指した取組 

    の推進 

   (8) 高等学校における特別支援教育の推進 

   (9) ＩＣＴ機器を活用した教育の充実 

  (10) きめ細かな指導が可能となる教職員の確保と配置 

  ○ 社会の変化に対応した魅力ある教育環境づくり 

   (1) 県立高等学校の再編整備案 

    以下の再編整備案を公表した。 

    【統合】25の対象校に係る 12の統合案 

     梁川・保原、二本松工業・安達東、須賀川・長沼、 

白河実業・塙工業(併せて修明高校への農業科の集約)、 

喜多方・喜多方東、耶麻農業・会津農林、 

大沼・坂下、田島・南会津、湯本・遠野、 
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小名浜・いわき海星、相馬東・新地、 

保原(定時制)・福島中央 

    【分校の募集停止】２校の募集停止案 

安積高等学校御舘校、修明高等学校鮫川校 

 

   (2) 過疎・中山間地域の県立高等学校の例外的措置 

川俣、湖南、猪苗代、西会津、川口、只見 

    （湖南、西会津、川口は平成 30年度に先行実施） 

   (3) 生徒の学びのニーズや進路希望に応じた県立高等 

    学校の特色化 

様々な課題に果敢に取り組む主体性・協働性を育

成する教育活動の推進や、多様な学習内容の確保及

び教育の質の向上の観点から、すべての県立高校を

「進学指導拠点校」「進学指導重点校」「キャリア指導

推進校」「地域協働推進校」「職業教育推進校」「定時

制・通信制高校」の６つの学校群のいずれかに位置

づけ、生徒の学びのニーズや進路希望に応じた教育

活動を展開できるよう、前期計画期間中の各校の改

革の方向性を示した。 

⑶ 県立高等学校改革後期実施計画(令和 6年度～10年度) 

 ア 県立高等学校改革後期実施計画策定の趣旨 

本計画は、県立高等学校改革基本計画の理念を具現化

するために、県立高等学校改革の内容や再編整備の具体

的な対象校等について５年単位の実施計画（短期計画）

を前期・後期に分けて策定することとしたうち、後期５

年間（令和６～10年度）の具体的な取組を示したもので

ある。策定に当たっては、令和３年 12月に策定した第７

次福島県総合教育計画を踏まえている。 

 イ 計画の概要 

○ 本県の高等学校教育の質的向上に向けた取組の推進 

   後期計画においても、前期計画と同様に、基本計画

に示した４つの基本方針を具現化し、社会の在り方が

劇的に変わる Society5.0の時代に必要な資質・能力を

身につけた人材の育成を目指して、「福島ならでは」の

教育の充実を図ることとした。 

 

   (1) 学力の向上を目指した取組の推進 

(2) 様々な課題に果敢に取り組み、社会に貢献する自

立した人材の育成 

(3) 他者を思いやり、豊かな心を育む取組の推進 

(4) 生涯にわたる健康の保持増進につながる健康教育

の推進 

(5) 地域とともにある学校づくりの推進 

(6) 安心して学ぶことのできる環境の支援 

(7) 教員の資質や学校の教育力の向上を目指した取組

の推進 

(8) 高等学校における特別支援教育の推進 

(9) ＩＣＴ機器を活用した教育の充実 

(10) きめ細かな指導が可能となる教職員の確保と配置 

○ 社会の変化に対応した魅力ある教育環境づくり 

(1) 県立高等学校の再編整備案 

    以下の再編整備案を公表した。 

【統合】８の対象校に係る４の統合案 

福島西・福島北、船引・小野 

平商業・四倉、いわき総合・好間 

   (2) 過疎・中山間地域の県立高等学校の例外的措置 

石川 

(3) 生徒の学びのニーズや進路希望に応じた県立高等

学校の特色化 

前期計画に引き続き後期計画においても、すべて

の県立高校を６つの学校群のいずれかに位置づけ、

生徒の学びのニーズや進路希望に応じた教育活動が

展開できるよう、後期計画期間中の各校の改革の方

向性を示した。※特色化のため探究科などの特色あ

る学科の設置を推進する。 

 

令和５年２月には、各高等学校における存在意義、

期待される社会的役割、目指すべき学校像を明確に

したスクール・ミッションを策定した。 

育成を目指す資質・能力に関する方針、教育課程

の編成及び実施に関する方針、入学者の受入れに関

する方針の三つの方針（いわゆる「スクール・ポリ

シー」）については、スクール・ミッションを前提と

して、各学校が令和５年度に策定・公表した。 

⑷ 中高一貫教育後期実施計画 

 ア 中高一貫教育後期実施計画策定の趣旨 

中高一貫教育は、中学校と高等学校を接続し、６年間

の計画的、継続的な教育課程及び学習環境のもとで一貫

した教育を行うことにより、生徒一人一人の能力・適性、

幅広い年齢集団の中での様々な活動により社会性や豊か

な人間性を育てていくとともに、学校選択の幅を拡大す

ることを目指して、1999年（平成 11年）４月に制度化さ

れた。 

本県においては、福島県学校教育審議会答申（2001年

（平成 13 年）12 月）及び第５次福島県長期総合教育計

画（2001年（平成 13年）３月）に基づき、本県の教育目

標を達成するための施策のひとつである「学びの環境づ

くり」の一環として、中高一貫教育の導入にかかる基本

的な考え方や、中高一貫教育校の形態、配置計画等を示

すものとして、2003年（平成 15年）３月に「中高一貫教

育実施計画」（以下、「前期実施計画」という。）を策定し

た。 

「前期実施計画」に基づき、中高一貫教育校の配置に

ついては、広い県土を持つ本県において、児童、生徒、保

護者が希望に応じて選択することができるよう配慮し、

第５次福島県長期総合教育計画の目標年次である 2010

年度（平成 22年度）までの期間を前期とし、併設型中高

一貫教育校として会津学鳳高等学校に併設中学校を開設

したほか、連携型中高一貫教育校を東白川郡塙町（塙工

業高等学校）、南会津郡南会津町（田島高等学校）、相馬
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市（相馬東高等学校）に配置した。「前期実施計画」の期

間後、東日本大震災・原子力災害等の影響により後期実

施計画の策定は中断していたが、震災等の発生に伴う復

興・再生に向けた取組を進めていく中、ふたば未来学園

高等学校及び併設中学校を開設するとともに、県内４地

区において連携型中高一貫教育を推進してきた。 

このような中、県教育委員会は、「６年間を通した計画

的・継続的な教育をより魅力的・効果的に展開する特色

ある中高一貫教育に関する取組を充実するべきである」

との、福島県学校教育審議会答申（2017年（平成 29年）

６月）を受け、2018年（平成 30年）５月に策定した「県

立高等学校改革基本計画」の基本方針及び 2019年（平成

31年）２月に策定した「県立高等学校改革前期実施計画」

に基づき、これまでの本県の中高一貫教育の成果や今般

の社会情勢を踏まえ、改めて本県における今後の併設型

及び連携型中高一貫教育の在り方についての方向性を示

すものとして、「中高一貫教育後期実施計画」（以下「後

期実施計画」という。）を 2020 年（令和２年）２月に策

定した。 

 イ 中高一貫教育に関する基本的な考え方 

  (ｱ) 「後期実施計画」の策定に当たっては、福島県学校教

育審議会答申（2017 年（平成 29 年）６月）を尊重し、

「県立高等学校改革前期実施計画」（2019年（平成 31年）

２月）等との整合性を図る。 

  (ｲ) これまでの中高一貫教育校での取組を踏まえ、進学面

で高い志を持った生徒の進路実現に対応できる新たな

中高一貫教育校を検討する。 

  (ｳ) 新たな中高一貫教育の実施形態の選択に当たっては、

中高一貫教育校の教育理念や地域の実情等を考慮して

柔軟に対応する。 

  (ｴ) 連携型中高一貫教育校については、県立高等学校改革

の動向等を踏まえながら、より良い在り方について引き

続き検討する。 

  (ｵ) 中高一貫教育については、本県の未来を担う人材育成

の観点から、その在り方について引き続き検討していく。 

 ウ 計画期間 

計画期間は、2018年（平成 30年）に策定した「県立高

等学校改革基本計画（2019 年度～2028 年度）」に合わせ

て、2019年度（令和元年度）から 2028年度（令和 10年

度）までとする。 

エ 配置計画 

  ○ 新たな併設型中高一貫教育校の設置 

新たな併設型中高一貫教育校を設置するに当たって

は、進学面で高い志を持った生徒の進路実現に対応す

る必要があり、難関大学への進学実績が豊富である高

等学校へ併設することが重要である。また、公共交通

機関の利便性の良さにより児童生徒の志願がより広範

囲から可能であることや、施設整備が可能となる敷地

面積を有することなどの点を踏まえる。 

さらに、これまで併設型中高一貫教育校を会津と浜

通りに配置しており、地域のバランスを踏まえ、今後、

全県的な中高一貫教育を展開するためには、中通りへ

の設置が必須である。以上のことを総合的に判断し、

県立高等学校改革に取り組んでいる現状に鑑み、既設

の安積高等学校に県立中学校を 2025年度（令和７年度）

（予定）に併設することとする。 

併設中学校は、安積高等学校の同一敷地内に設置す

ることとし、６年間を見通した教育課程に基づく教育

活動などを適切に展開するために必要な施設、設備等

を整備する。また、募集定員については、一定の人数

を確保しつつ、周辺の市町村立中学校への影響を踏ま

え、１学級 30名の２学級編制とし、通学区域を県下一

円とする。 

接続する高等学校は、将来の多様な大学への進路希

望に対応が可能となるよう、単位制による「普通科」

とし、併設中学校と同様に通学区域を県下一円とする。 

    これらを踏まえ、以下のとおり設置することとした。 

福島県立安積中学校・高等学校 

・ 開校(予定)   2025年度（令和７年度） 

・ 設置場所    福島県立安積高等学校（郡山市） 

・ 生徒募集定員  中学校 60名（２学級） 

・ 通学区域    県下一円 

  ○ 連携型中高一貫教育校 

    これまで東白川郡塙町、南会津郡南会津町、相馬市

及び双葉郡に配置していた連携型中高一貫教育校につ

いては、以下の点を踏まえるとともに、「県立高等学校

改革前期実施計画」の再編整備の状況を踏まえ、連携

の新たな仕組みづくりを進め、連携先の中学校の拡充

を図ることとした。 

・ 中学校及び高等学校の連携の柱となる特色ある教

育活動を展開するために活用可能な地域の自然環境

等の教育資源の状況。 

・ 対象となる高等学校の教育課程や学科の特色。 

・ 中学校・高等学校双方において生徒、教員の人的

交流等による連携活動をより緊密に行うための中学

校と高等学校の立地状況。 

・ 各中学校から対象となる高等学校への入学者数の

状況。 

   ・ 地域バランス等。 

 

次のように新たな連携の仕組みづくりを行った。 

・相馬総合高等学校の連携を新地町立中学校へ拡充

（令和４年度から） 

・南会津高等学校の連携を南会津町立中学校２校、下

郷町立中学校へ拡充（令和５年度から） 

・修明高等学校と東白川郡内の中学校４校との連携を

開始（令和５年度から）

 


